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図 1 調査対象地域の範囲と駐車場の事業形態別分布状況

表 1 アンケート調査のサンプル属性(単位:件,％） 

数(割合) 備考

月極 41(59%) 168（63%）

専用 22(31%) 52（20%）

時間貸 7(10%) 46（17%）

小規模 200㎡未満 21(31%) 65（24%）

中規模 200～499㎡ 25(36%) 108（41%）

大規模 500㎡以上 23(33%) 93（35%）

低所得者 500万円未満 24(39%)

中所得者 500万円～1000万円未満 18(30%)

高所得者 1000万円以上 19(31%)

59歳以下 13(20%)

60～69歳 29(44%)

70歳以上 24(36%)
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注)備考の「事業形態」は住宅地図で確認できた駐車場数。

「敷地規模」は土地の登記事項要約書で確認できた駐車場数。
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１．はじめに 

1.1 研究の背景と目的 

近年、景気低迷が続く日本の地方都市では、空き地・

空き家や屋外平面駐車場等の低未利用地が多く見られる。

その中でも建物除去に伴い小規模な駐車場化が進行して

いる。地方公共団体では、中心市街地活性化基本計画を

策定し、国から駐車場整備に係わる補助や税制、融資を

受けているが、現状では積極的な土地活用を行われてい

る事例は数少ない。今後、行政が民間の低未利用地にど

の様に関わるかが、大きな課題である。 

本研究では、地方都市中心市街地における駐車場の実

態を把握し、駐車場と地権者の属性から見た有効利用方

策について検討することを目的とする。そして、今後の

中心市街地を活性化するための基礎的知見を得ていく。 

1.2 研究方法 

上記の目的を達成するために２つの課題を設定する。

課題１では中心市街地における駐車場の事業形態別分布

状況と敷地規模、駐車場地権者の世帯年収・年齢を把握

する。課題２では、駐車場の所有理由、駐車場の有効利

用の条件、有効利用方策（立体駐車場、定期借地権、借

上公営住宅、市街地再開発事業、優良建築物等整備事

業）の可能性を捉える。調査対象地域は、八戸市中心市

街地活性化基本計画１）の範囲(108ha)とする(図１)。調査

手法として住宅地図(2010 年度版)を用いて駐車場の位置

を確認して実地調査を行った。また、土地の登記事項要

約書から駐車場地権者の住所を調べ、2010 年 11 月に郵送

によるアンケート調査を行った。配布数は 233、回収数は

70(回収率 30％)である。2) 

 

２．駐車場の実態把握と有効利用方策の検討 

2.1 駐車場の分布状況とアンケート調査のサンプル属性 

図１から 266 の全駐車場の事業形態を見ると「月極」

が 63％ (168)で最も高く、続いて「専用」が 20％ (52)、

「時間貸」が 17％ (46)である。中央部に「時間貸」が多

く、「月極」と「専用」は全域に分布している。 

表１からアンケート調査で得られた駐車場の事業形態

を見ると、「月極」が 41(59％)で最も多く、続いて「専

用」が 22(31％)、「時間貸」が 7(10％)で、備考に記した

全駐車場と比べると回答を得られた「専用」の割合は高

く、「時間貸」は低い。次に敷地規模を見ると「200～499

㎡」は 25(36％)で最も多く、続いて「500 ㎡以上」が

23(33％)、「199 ㎡以下」が 21(31％)である。備考に記し

た全駐車場と比べると回答を得られた「200 ㎡未満」の割

合は高く、「200～499 ㎡」では低く、少々偏りがある。 

駐車場地権者の世帯年収を見ると「500 万円未満」が

24(39％)で最も多く、続いて「1000 万円以上」が

19(31％)、「500～1000 万円未満」が 18(30％)で、低所得

者が多い。年齢を見ると「60～69 歳」が 29(44％)で最も

多く、続いて「70 歳以上」が 24(36％)、「59 歳以下」が
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表 2 属性別から見た駐車場地権者の意識と有効利用方策の検討（①②は複数回答 単位：％） 
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月極（ｎ＝41） 59 69 40 60 73 71 77 27 88 67 50 100 63 53 33 25 67 50 83 53 56 55 62 56 64 55 80 53 42 55 69 57 55 47 86 44 50 50

専用（ｎ＝22） 31 28 40 20 20 21 23 64 0 17 17 0 32 20 33 50 33 0 17 29 33 36 28 22 36 35 5 35 50 40 19 29 45 42 5 38 50 41

時間貸（ｎ＝7） 10 3 20 20 7 7 0 9 13 17 33 0 5 27 33 25 0 50 0 18 11 9 10 22 0 10 15 12 8 5 13 14 0 11 10 19 0 9
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駐車場地権者の意識 有効利用方策の検討

③立体駐車場 ④定期借地権

年
齢

⑥市街地再開発
事業

⑦優良建築物等
整備事業

①駐車場の所有理由 ②有効利用の条件 ⑤借上公営住宅

敷
地
規
模

世
帯
年
収

全
回
答
者
の
構
成
比

事
業
形
態

地
権
者

駐
車
場

注）  は全回答者の構成比と各項目の構成比との差が５％以上を示す。

13(20％)で、高齢者が多い。 

2.2 駐車場地権者の意識と有効利用方策の検討 

表２から「①駐車場の所有理由」を見ると「維持管理

が容易」が 29(41％)で最も多く、「月極」「小・大規模」

で全回答者の構成比との差が大きい。次に「商売利用の

ため」が 20(29％)で多く、「専用・時間貸」「中規模」「高

所得者」で高い。続いて「建物の利益が見込めない」と

「相続・売買」が 15(21％)で、「建物の利益が見込めな

い」は「時間貸」「小・大規模」「高所得者」「60～69 歳」

で高い。また、「②有効利用の条件」を見ると「周辺が開

発されたら」が 19(27％)で最も多く、「中所得者」「60～

69 歳」の割合で高い。続いて「駐車場以上の収入見込み

があれば」が 15(21％)で多く、「時間貸」「大規模」「中・

高所得者」「70 歳以上」で高い。 

表２から駐車場地権者による有効利用方策の検討を見

ると「③立体駐車場」では「考えてない」が 22(32％)と

最も多く、次に「反対」が 18(26％)で、消極的な意見が

多い。「④定期借地権」を見ると「行政等の仲介があれ

ば」が 29(42％)で最も多く、「大規模」「60～69 歳」で構

成比の差が大きい。「⑤借上公営住宅」を見ると「行政等

の仲介があれば」と「考えてない」が 20(29％)で最も多

く、「行政等の仲介があれば」は「月極」「時間貸」「大規

模」「中所得者」「60～69 歳」で高い。「⑥市街地再開発事

業」を見ると「行政等の仲介があれば」が 32(46％)で最

も多く、「月極」「大規模」「中所得者」で高い。「⑦優良

建築物等整備事業」を見ると「考えてない」が 22(32％)

で最も多い。次に「行政等の仲介があれば」が 21(30％)

で多く、「月極」「大規模」「低・中所得者」で高い。 

３．まとめ 
これまで地方都市中心市街地で駐車場の実態と有効利

用方策の検討を考察してきて２点が指摘できた。 

①最も多い駐車場の所有理由は、維持管理が容易だから

で、月極・小規模・大規模駐車場の割合が高く、消極的

な地権者が多い。しかし、商売利用のためも多く、駐車

場の周辺が開発された場合や駐車場以上の収入の見込み

があれば、有効利用を検討する地権者も多い。 

②有効利用方策の検討を見ると定期借地権と市街地再開

発事業について行政等の仲介があれば、大規模駐車場の

地権者は積極的である。借上公営住宅と優良建築物等整

備事業では考えてない地権者が多いが、行政等の仲介が

あれば月極・大規模・中所得者は積極的である。しかし、

立体駐車場では考えてない人や反対意見も多く、事業が

成功するか不安で行政等の仲介があっても消極的である。 

以上のことから地方公共団体は、大規模駐車場の地権

者に対し定期借地や市街地再開発事業を行うために駐車

場整備計画ガイドプランを策定すること。借上公営住宅

や優良建築物等整備事業を促進するために中心市街地全

体の開発計画ガイドプランを策定することが必要である。 
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註 1)「八戸市中心市街地活性化基本計画(2008 年 7 月)」では、市

街地の整備改善・都市福利施設整備・まちなか居住・商業の活性化

等の事業に取り組んでいる。2)月極駐車場、専用駐車場、時間貸し

駐車場の合計 266 件の土地登記事項要約書から地権者の現住所を調

べたが、その内 33 件が転居先不明で、配布数が 233 件となった。 
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